
公的研究費等の取扱いについて

久留米工業大学では、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン

（実施基準）平成 19年 2月 15日（令和 3年 2月 1日改正）文部科学大臣決定」及

び「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成 26年 8月 26
日文部科学大臣決定）」に基づき、公的研究費等の適正な運営・管理を行なうための

規程及び責任体系を公表します。

                        最高管理責任者 学長

○ 久留米工業大学における行動規範            

○ 久留米工業大学研究倫理規程               

○ 久留米工業大学研究倫理委員会規程            

○ 久留米工業大学コンプライアンス規程          

○ 久留米工業大学コンプライアンス委員会規程       

○ 久留米工業大学における研究費等の不正防止等に関する規程

○ 公的資金等の管理・運営に関する不正防止計画      

○ 研究費等の管理・運営に係る責任体系          

○ 研究費等使用に係る相談窓口              



平成 27年 9月 9日改正

久留米工業大学行動規範

私たち久留米工業大学の職員等は、大学の使命と役割を認識して、高い倫理観の下に職

務を遂行する責任と義務があることを常に自覚して行動し、もって社会の付託と信頼に応

えるため、この「行動規範」を制定します。

法令等の遵守

私たち職員等は、教育・研究及びその他の職務の遂行に当たっては、法令、学内の諸規

則等を遵守し、大学人としての責任と自覚の下に誠実に行動し、不正な行為をしないこと、

不正行為に加担をしないこと、不正な行為を隠蔽しないことを誓います。

学生の教育

私たち職員等は、学生の教育に当たっては、本学の「人間味豊かな産業人の育成」とい

う建学の精神と「知を磨き、情を育み、意を鍛える」という教育理念に則り、誠実に対応

することを誓います。

社会への貢献

私たち職員等は、社会の求めに応じて、本学における教育・研究の成果物及び人材を社

会に提供し、社会の発展及び人類の福祉への貢献に努めます。

透明性の確保

私たち職員等は、教育・研究及びその他の職務の遂行に関する諸情報について、社会に

公表するなど透明性の確保に努めます。

職員等は、研究費（資金配分機関の審査を経て助成される補助金／配分機関と採択され

た研究者の所属機関の間で委託契約が結ばれる委託費）が公的な資金等である事を認識し、

公正かつ効率的に使用します。

職員等は、研究費の使用に当たり、関係する法令・通知・本学が定める規程等及び事務

手続き、使用ルールを遵守します。

職員等は、研究費の計画的で適正な使用に努めるとともに、研究活動の特性を理解し、

効率的かつ適正な事務処理を行います。

職員等は、相互の理解と緊密な連携を図り、研究費の不正使用を未然に防止するように

努めます。

職員等は、研究費の使用に当たり取引業者との関係において社会からの疑惑や不信を招

く事のないように努めます。

職員等は、研究費の取扱いに関する研修等に積極的に参加し、関係法令等の知識習得（コ

ンプライアンス教育の受講）、事務処理手続き及び使用ルールの理解に努めます。



久留米工業大学研究倫理規程

（目的）

第１条  この規程は、「久留米工業大学行動規範」に基づき、久留米工業大学（以下「本学」とい

う。）の学術研究の信頼性と公正性を確保することを目的とし、本学及び研究に従事するすべて

の研究者等が遵守すべき事項を定める。

（定義）

第２条  この規程において「研究者等」とは、本学において研究活動に携わる本学の職員及び学

生並びに本学の施設設備を利用して研究活動を行う者をいう。

（研究者等の責務）

第３条  研究者等は、国際的に認められた規範、規約、条約等、国内の関連する法令、告示等

（以下、「法令等」という。）及び本学が定める関係規程等を遵守しなければならない。

２  研究者等は、研究活動上の不正行為やその他の不適切な行為を行ってはならず、また、他者

による不正行為の防止に努めなければならない。

３ 研究者等は、研究者倫理及び研究活動に係わる法令等に関する研修又は科目等を受講しな

ければならない。

４ 研究者等は、個人の尊厳と基本的人権を尊重しなければならない。

５ 研究者等は、学術研究が社会からの信頼と付託の上に成り立っていることを自覚し、各自の自

覚に基づいた高い倫理的規範のもとに良心と信念に従って、誠実に行動しなければならない。

６ 研究者等は、生命倫理、調査研究活動に関わる学問上の倫理、ハラスメントの禁止など社会

的規範を遵守しなければならない。

７ 研究者等は、異なる分野の専門研究を尊重するとともに、相互に独立した対等の研究者として

互いに学問的立場を尊重しなければならない。

（研究活動における不正行為の防止）

第４条 研究者等はあらゆる研究活動において、捏造、改ざん、盗用などの不正行為を行わない

こと及び加担しないことと共に、研究及び調査データの適切な取り扱いを徹底し、不正行為等の

発生を未然に防止するよう研究環境の整備に努めなければならない。

（研究費の適切な使用）

第５条  研究者等は、研究の実施及び交付された研究費の使用に当たっては、当該研究の助成

目的等を最大限に尊重するとともに、本学関係規程及び研究費ごとに定められた条件や使用ル

ールを遵守し、適正使用に努めなければならない。

（研究組織の適切な管理）

第６条  研究者等は、共同の研究者がいる場合には、当該研究者が対等なパートナーであること

を理解し、お互いの学問的立場を尊重し、共同研究者、研究分担者、研究協力者等に対しては、

誠意をもって接する。また、学生が共に研究活動に関わるときは、学生が不当に不利益を被らな

いよう十分に配慮しなければならない。

２ 研究者等は、共同研究を行う場合は、個々の研究者等の役割分担及び責任を明確にしなけ

ればならない。また、複数の研究者による研究活動の全容を把握及び管理する立場にある研究

代表者が研究活動及び研究成果の確認を行わなければならない。



３ 研究者等は、若手研究者等が自立した研究活動を遂行できるよう適切な支援及び助言等の

環境整備に努めるものとする。

（資料・情報・データ等の収集・採取及び管理）

第７条  研究者等は、当該研究に関わる資料、情報、データ等の収集・採取にあたっては、科学

的かつ一般的に承認された妥当な方法、手段により行わなければならない。

（インフォームド・コンセント）

第８条  研究者等は、研究の対象や研究への協力者に対して、法令や指針等関係規則を遵守し、

これを保護しなければならない。

２ 研究者等は、人の行動、思想信条、財産状況、心身等に関する個人情報・データ等の提供を

受けて研究を行う場合は、提供者に対してその目的、収集方法等について分かりやすく説明し、

提供者の明確な同意を得なければならない。組織、団体等からの情報・データ等の提供を受け

る場合についても同様とする。

（研究成果の適切な公表、オーサーシップ）

第９条  研究者等は、研究成果の公表に際しては、データや論拠の学問的信頼性の確保に十分

に留意すると共に、公正かつ適切な引用を行わなければならない。

２ 学術論文等の発表に際しては、オーサーシップや既発表の関連データの利用、著作権等に

ついて、各研究組織や研究分野、学会、学術誌等の固有の慣行やルールを十分尊重しなけれ

ばならない。

（個人情報の保護）

第１０条 研究者等は、研究の過程で収集した他人の個人情報の保護に努め、法令等、本学関連

規程に基づき適正な取り扱いを行わなければならない。

（研究に関する装置、薬品等の管理）

第１１条 研究者等は、研究に用いる装置・機器及び薬品等について、法令等、本学関連規程を

遵守し、適切にかつ安全に管理しなければならない。

（審査の公正性）

第１２条 研究者等は、他人の研究論文等の査読やその他研究業績の審査にあたる場合は、被評

価者に対して予断を持つことなく、当該審査基準等及び自己の知見に基づき公正に審査を行

わなければならない。

（利益相反への適切な対応）

第１３条 研究者等は、自らの研究活動にあたって、利益相反が発生しないよう、法令等、本学関

連規程を遵守し、本学及び本学の教職員及び学生の社会的信用、名誉を保持しなければなら

ない。

（大学の責務）

第１４条 本学は、本規程を学内に周知徹底し、定期的に研究倫理教育を実施する等、研究倫理

に係る意識を高め、研究活動、研究費の適切な管理について必要な措置を講じる。

２ 本学は、研究に関して不当又は不公平な扱いを受けた者からの苦情、相談等に対応するもの

とする。

３ 本学は、研究活動において不適切な行為が認められた場合は、速やかに原因の究明と適切

な措置を講じ、学内外への説明責任を果たさなければならない。



４ 本学は、本条第１項から第３項の目的を達成するため、「久留米工業大学研究倫理委員会」を

設置する。

５ 「久留米工業大学研究倫理委員会」に関する規程は、別に定める。

（事務）

第１５条 研究倫理に関する事務は、総務課において処理する。

（雑則）

第１６条 この規程に定めるもののほか、研究倫理に関する必要な事項は、別に定める。

附  則

この規程は、平成３０年９月１２日から施行する。



久留米工業大学研究倫理委員会規程

（目的）

第１条  久留米工業大学研究倫理規程（以下「研究倫理規程」という。）の趣旨に則り、研究倫理

に関する事項について審議、調査、検討することを目的として、久留米工業大学研究倫理委員

会（以下「委員会」という。）を設置する。

（審議事項及び役割）

第２条  委員会は、次の事項について審議する。

（１）  研究倫理規程の運用に関する事項

（２）  研究倫理規程第１４条第１項から第３項に定める事項

（３）  研究倫理規程の改廃に関する事項

（４）  研究活動の倫理的遂行に関わる事項

（５）  その他必要な事項

２  委員会は、必要があると認められるときは、研究者に対して、適切な指導及び助言を行うもの

とする。

３  委員会は、研究者による不正行為を防止するために、次の各号に掲げる事項を行う。

（１）  研究倫理についての研修、教育の企画及び実施に関する事項

（２）  研究倫理についての国内における情報の収集及び周知に関する事項

（３）  研究者の不正行為の調査に関する事項

（４）  その他研究倫理に関する事項

（組織）

第３条  委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

（１） 副学長

（２） 学長補佐

（３） 地域連携センター長

（４） インテリジェント・モビリティ研究所長

（５） 大学院専攻長

（６） 学科長

（７） 事務局長

（８） 事務局次長

（９） 総務課長

(10) その他学長が必要と認める者

(委員長)

第４条  委員会に委員長を置き、副学長をもって充てる。

２  委員長は委員会を招集し、その議長となる。

３  委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。

(委員の任期)

第５条  第 3条第１号から第 9号の委員の任期は当該職の在任期間とする。



２  第 3条第 10号の委員の任期は、2年とする。ただし再任を妨げない。

(委員以外の者の出席)

第６条  委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して出席を求め、その

意見又は説明を聞くことができる。

(研究倫理委員の守秘義務)

第７条  委員は、その職務に基づき知り得た秘密、特に個人のプライバシーに関する事項につ

いて、これを守らなければならない。任期後もこの守秘義務は継続する。

(事務)

第８条  委員会の事務は、総務課において処理する。

(その他)

第９条  この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附則

この規程は、平成 30年 9月 12日から施行する。



久留米工業大学コンプライアンス規程

  

（趣旨）

第１条 この規程は、久留米工業大学（以下「本学」という。）におけるコンプライアンスの推進を図る

ために必要な事項を定め、もって健全で適正な大学運営および本学の社会的信頼の維持に資することと

する。

（定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) コンプライアンス  法令（本学が定める規則、規程、要綱等を含む。以下同じ。）を遵守するとと

もに、高い倫理観に基づき、良識ある行動をとることをいう。

（2）教職員等  本学の役員および本学が定める就業規則の適用を受ける者

（最高管理責任者）

第３条 学長は、最高管理責任者として、本学におけるコンプライアンスの推進を行い、その最終責任

を負うものとする。

２ 副学長は、最高管理責任者である学長を補佐するとともに、自己の所掌する業務について公正かつ誠

実に職務の遂行に努めることおよびコンプライアンスの推進が図られるよう努めなければならない。

（教職員等の責務）

第４条 教職員等は、コンプライアンスの重要性を深く認識し、高い倫理観を持って行動しなければなら

ない。

（コンプライアンス委員会）

第５条 本学は、コンプライアンスの推進を図るためコンプライアンス委員会（以下「委員会」とい

う。）を置く。

２ 委員会に関し必要な事項は別に定める。

（通報）

第６条 本学に、関する通報を受け付ける窓口として、「コンプライアンス通報窓口」を置く。

２ 通報に関し必要な事項は別に定める。

（事務）

第７条 この規程に関する事務は、総務課において処理する。

（雑則）

第８条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

附  則

この規程は、平成２７ 年５ 月１３ 日から施行する。



久留米工業大学コンプライアンス委員会規程

（趣旨）

第１条 この規程は、久留米工業大学コンプライアンス規程第５条第２項の規定に基づき、久留米工業

大学コンプライアンス委員会（以下「委員会」という。）の組織および運営に関し必要な事項を定め

るものとする。

（審議事項）

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。ただし、ハラスメント、個人情報、研究活動の不正行

為防止等審議機関が別に定められている事案については、原則として当該委員会等において審議す

るものとする。

（1）コンプライアンスの推進にかかる制度および体制の整備に関する事項

（2）コンプライアンスの推進のための啓発に関する事項

（3）コンプライアンスにかかる通報に関する事項

（4）コンプライアンスにかかる情報の公表に関する事項

（5）その他コンプライアンスに関し必要な事項

２  本学のコンプライアンスの推進に関する事項は、委員会の議を経るものとする。

（組織）

第３条 委員会の委員は、次に掲げる者をもって組織する。

（1）副学長

（2）学長補佐

（3）事務局長

（4）事務局次長

（5）総務課長

（6）その他学長が必要と認めた者（学外の有識者を含む。）  

２ 前項第６号の委員は、学長が委嘱する。

３ 第 1項第６号の委員の任期は、委嘱の日の属する年度の末日までとする。

４ 前項の委員は、再任されることができる。

（委員長）

第４条 委員会に委員長を置き、副学長をもって充てる。

（委員会の会議）

第５条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。

（委員以外の者の出席）

第６条 議長は、必要に応じ、委員以外の者の会議への出席を求め、意見を聴くことができる。

（事務）

第７条 委員会の事務は、総務課において処理する。

（雑則）

第８条 この規程に定めるもののほか、委員会に必要な事項は、別に定める。

附 則

この規程は、平成２７ 年５ 月１３ 日から施行する。



附 則

この規程は、平成２８ 年４ 月１ 日から施行する。



久留米工業大学における研究費等の不正防止等に関する規程

（目的）

第１条 この規程は，久留米工業大学コンプライアンス規程に基づき、久留米工業大学（以

下「本学」という。）における研究費等の不正行為の防止及び不正使用があった場合の措

置に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規程において「研究費等」とは，次の各号に掲げるものをいう。

（１）研究者が研究費を申請し、資金配分機関の審査を経て研究費が助成される補助金。

（２）研究者又は研究グループが公募等により資金配分機関の審査を経て採択され、資金

配分機関と採択された研究者の所属機関の間で委託契約が結ばれる委託費。（再委託

契約によるものも含む。）

２ この規程において「不正行為」とは、故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な

注意義務を著しく怠ったことによる、研究活動又はその成果の発表の過程における次の

各号のいずれかに該当する行為をいい、その用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

（１）ね つ 造 存在しないデータ、研究結果等を作成する行為

（２）改 ざ ん 研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によっ

て得られた結果等を真正でないものに加工する行為

（３）盗 用 他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又

は用語を当該研究者の了解又は適切な表示なく流用する行為

（４）二重投稿 他の学術誌等に既発表又は投稿中の論文と本質的に同じ論文を投稿する

行為

（５）不適切なオーサーシップ 論文著作者が適正に公表されない行為

（６）研究活動に係る研究費の不正な使用に関する行為

（７）第１号から前号に掲げる行為の証拠隠滅又は立証妨害

３ この規程において「各部局」とは，工学部各学科、大学院各専攻及び事務局をいう。        

４ この規程において「職員等」とは本学の教職員及び本学の研究費等の管理及び運営に

携わるすべての者及び本学の学生（研究生を含む）をいう。

（管理責任者）

第３条 研究費等の管理及び運営並びに不正使用の防止等に関する管理責任者を次のとお

り定める。

（１）最高管理責任者は、本学全体を統括し，研究費等の管理及び運営、並びにコンプラ

イアンスの推進について最終責任を負うものとし、大学の学長をもって充てる。

（２）統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、研究費等の管理及び運営について全

体を統括する責任と権限を持つものとし、大学の事務局長をもって充てる。

（３）コンプライアンス推進責任者は、最高管理責任者を補佐し、研究費等の管理及び運

営、並びにコンプライアンスの推進について実質的な責任と権限を持つものとし、大



学の副学長をもって充てる。

（４）研究倫理教育責任者は、研究費等の管理及び運営における、各部局の研究倫理教育の

充実を図る責任者として、コンプライアンス推進責任者が兼務する。

（最高管理責任者の役割）

第４条 最高管理責任者は不正防止対策の基本方針を策定及び周知するとともに、それら

を実施するために必要な措置を講じる。また、統括管理責任者及びコンプライアンス推

進責任者が研究費等の適正な運営及び管理を行なえるようリーダーシップを発揮する。

２ 最高管理責任者は、不正行為事前防止に努め、不正防止に向けた取組を促すなど、様々

な啓発活動を定期的に行い、構成員の意識の向上と浸透を図る。

（統括管理責任者の役割）

第５条 統括管理責任者は，不正防止対策の組織横断的な体制を統括する責任者として、

基本方針に基づき、大学全体の具体的な対策を策定及び実施し、当該実施状況を確認し、

最高管理責任者に報告しなければならない。

（コンプライアンス推進責任者の役割）

第６条 コンプライアンス推進責任者は、最高管理責任者の指示の下、自己の管理する部局

等における対策を実施し、実施状況を確認するとともに、実施状況を最高管理責任者に

報告する。

２ コンプライアンス推進責任者は、不正防止を図るため、職員等に対し、コンプライアン

ス教育を定期的に実施し、受講状況を管理監督する。

３ コンプライアンス推進責任者は、自己の管理する部局等において、定期的に啓発活動を

実施する。

４ コンプライアンス推進責任者は、最高管理責任者の指示の下、コンプライアンスの推

進にかかる事項について別に定める「久留米工業大学コンプライアンス規程」および「久

留米工業大学コンプライアンス委員会規程」に基づき、コンプライアンスの推進が円滑

に運ぶように運営する。

（監事の役割）

第 7 条 監事は、不正防止に関する内部統制の整備・運用状況について機関全体の観点から

確認し、意見を述べなければならない。

２ 監事は、不正防止推進室が実施するモニタリングや内部監査によって明らかになった不

正発生要因が不正防止計画に反映されているか、また、不正防止計画が適切に実施されて

いるかを確認し、意見を述べなければならない。

（不正防止に係るコンプライアンス教育及び研究倫理教育）

第８条 職員等は、不正防止対策の一環として定期的に実施するコンプライアンス教育及

び研究者倫理・研究活動に係る法令等に関する研修又は科目等を受講し、次の事項を含

む「誓約書」（様式 1）を、最高管理責任者に提出しなければならない。

（１）本学の規則等を遵守すること。



（２）不正を行わないこと。

（３）規則に違反し、不正を行った場合は、本学及び公的研究費の配分機関による処分や

法的責任を取ること。

２ コンプライアンス教育の内容は、定期的に見直しを行う。また、実施に際しては、あら

かじめ一定の期間（５年毎）を定めて定期的に受講させ、対象者の受講状況及び理解度に

ついて把握する。

３ 公的研究費を使用した自らの研究データは、一定期間（最低５年間）保存し、研究デ

ータの開示を求められた場合は、開示することを義務付ける。

（研究倫理教育責任者の役割）

第９条 研究倫理教育責任者は、職員等における研究倫理教育の充実を図るため、コンプ

ライアンス委員会と協力し、研究倫理教育は一定期間（５年毎）を定めて定期的に実施

する。

（不正防止推進室）

第 10条 本学の研究費等の適正に管理及び運営する組織として、最高管理責任者の下に不

正防止計画の推進を担当する不正防止推進室を設置する。

２ 不正防止推進室の構成は次に掲げる者で組織する。

（１） 副学長

（２） 学長補佐

（３） 事務局長

（４） 事務局次長

（５） 総務課長  

（６） その他必要と認められた者

３ 不正防止推進室に室長を置き、副学長をもって充てる。

４ 不正防止推進室は、統括管理責任者とともに不正を発生させる要因に対応する不正防

止計画等を策定・推進する。

５ 不正防止推進室は、内部監査部門等と連携し、不正を発生させる要因について、状況を

把握し、体系的に整理し評価する。また、不正防止計画の策定に当たっては、実効性のあ

る内容にするとともに、随時見直しを行い、効率化・適正化を図る。

６ 不正防止推進室は、職員等が公的研究費を適正に使用・管理しているか等をモニタリ

ングし、必要に応じて改善指導する。

（研究活動公正委員会）

第 11 条 本学に、不正行為があった場合に適切に対処するため、久留米工業大学研究活動

公正委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２ 委員会は、不正行為の疑いが発生した場合に開催する。

（組織）

第 12 条 委員会は次に掲げる委員をもって組織する。



（１） 副学長

（２） 大学事務局長

（３） 学外有識者（弁護士、公認会計士等）

（４） その他学長が必要と認めた者

２ 前項の規定にかかわらず、調査対象となる事案（前項第３号に定める者にあっては、本

学並びに通報者及び被通報者を含む。）と直接の利害関係を有する者は、委員会の委員と

なることができない。

３ 第１項第３号及び第４号に規定する委員は、学長が委嘱する。

４ 第１項第３号に規定する委員は、本委員会の構成人数の半数以上とする。

（任期）

第 13 条 前条第１項に規定する委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に

欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。

（委員長）

第 14 条 委員会の委員長は副学長をもって充てる。

２ 委員長は委員会を招集し、その議長となる。

（議事）

第 15 条 委員会は、委員の半数以上の出席により成立する。

２ 議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。

（専門委員）

第 16 条 委員会には、専門分野に応じ適切な調査及び適正な審議を確保するため、委員の

職務を補佐する専門委員を置くことができる。

２ 専門委員は、委員長が委嘱する。

３ 専門委員は、議長の求めに応じ、委員会に出席することができる。

（守秘義務）

第 17 条 委員会の委員・専門委員会の委員及びこの規程に基づき不正行為の調査等に携わ

った者は、その職務に関し知ることのできた秘密を漏らしてはならない。

（相談窓口の設置）

第 18 条 本学における研究費等の使用に関する事務処理手続について、学内外からの相談

を受け付ける相談窓口を置く。

２ 相談窓口は，大学事務局会計課が担当し、相談窓口の責任者は、会計課長をもって充て

る。

３ 相談窓口は、本学における研究費等に係る事務処理手続に関する学内外からの問い合わ

せに誠意をもって対応し、本学における効率的な研究遂行のための適切な支援に資するよ

う努めるものとする。



（通報窓口の設置及び通報の方法）

第 19 条 本学における研究活動の不正行為等に適切に対応するため、通報窓口を置く。

２ 通報窓口は、大学事務局総務課が担当し、通報窓口の責任者は、大学事務局次長をも

って充てる。

３ 研究活動上の不正行為の疑いがあると思料する者は、何人も 、書面、ファクシミリ、

電話又は面談により、通報窓口に対して通報を行うことができる。

４ 通報は、原則として別紙の「申立書」（様式２）により調査を申し立てることができる。

５ 通報は、原則として、顕名により、研究活動上の不正行為を行ったとする研究者又は研

究グループ等の氏名又は名称、研究活動上の不正行為の態様その他事案の内容が明示され、

かつ、不正とする合理的理由が示されていなければならない。

６ 通報があった場合、大学事務局次長は、直ちに統括管理責任者に報告する。匿名にお

ける通報に対しても同様とする。

７ 統括管理責任者は、前項の報告を受けたときは最高管理責任者に報告する。

（予備調査）

第 20 条 最高管理責任者は、前条の規程による申立てがあった場合には、速やかに委員会

を設置し、その内容を委員会に報告しなければならない。

２ 委員会は、通報された行為が行われた可能性、通報の際に示された科学的理由の論理

性、通報内容の本調査における調査可能性、その他必要と認める事項について、予備調

査を行う。

３ 委員会は、必要に応じて、予備調査の対象者に対して関係資料その他予備調査を実施

する上で必要な書類等の提出を求め又は関係者のヒアリングを行うことができる。

４ 委員会は、前項の報告があった場合は、本調査を開始すべきか否かを検討し、調査の

必要があると認めたときは、当該事案について必要な調査（以下「予備調査」という。）

を行ない、30 日以内にその結果を最高管理責任者に報告及び前条の申立てをした者（以

下「申立者」という）に通知しなければならない。匿名による場合は、この限りではな

い。

５ 最高管理責任者は、予備調査結果を踏まえ、速やかに、本調査を行うか否かを決定す

る。

６ 最高管理責任者は、前項に規定する決定をしたときは、その結果及び当該通報の内容

を、直ちに研究費等配分機関（不正が行われた研究費等を本学に配分した機関をいう。

以下同じ）及び関係省庁に報告する。

（本調査）

第 21 条 最高管理責任者は、予備調査の結果、本格的な調査（以下「本調査」という。）

を行うことが決定されたときは、その旨を次に掲げる者に通知するものとする。

（１） 通報者

（２） 被通報者



（３） 被通報者の所属する各学科等の長

２ 通報者及び被通報者は、通知を受けた日から起算して７日以内に別紙の「異議申立書

（様式３）」により、委員に関する異議を申し立てることができる。

３ 前項の異議申立てがあった場合は、委員会委員長は当該異議申立ての内容を審査し、

その内容が妥当であると判断したときは、当該異議申立てに係る委員を交代させるとと

もに、その旨を通報者及び被通報者に通知する。

４ 最高管理責任者は、本調査を行なうことが決定されたときは、直ちにその旨を申立受

付日から起算して 30日以内に研究費等配分機関及び関係省庁に報告するものとする。

５ 最高管理責任者は、本調査を行なうことが決定されたときは、本調査の実施決定があ

った日から起算して原則 30 日以内に本調査を開始するものとする。

６ 委員会は、通報の申立てにより指摘された当該研究に係る論文、実験・観察ノート、

生データその他資料の精査及び関係者のヒアリング等の方法により、本調査を行うもの

とし、不正使用の有無、不正使用の内容、関与した者及び関与の程度、不正使用の相当

額等について調査する。なお、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等につ

いて研究費等配分機関に報告、協議しなければならない。

７ 最高管理責任者は、本調査を行なうことが決定されたときは、被通報者に配分された

競争的資金等その他研究資金の全部または一部についての使用停止を命ずることができ

る。

８ 最高管理責任者は、本調査を行なわないことが決定されたときは、理由を付してその

旨を通報者に通知する。

９ 委員会は、本調査を開始した日から起算して 150 日以内に調査した内容をまとめ、不

正使用の有無、不正使用の内容、関与した者及び関与の程度、不正使用の相当額等につ

いて認定し、告発等を受け付けた日から本調査が終了し、最終の調査報告書を研究費等

配分機関の長に提出するまでの期間を 210 日以内とする。期限までに調査が完了しない

場合であっても、調査の中間報告を提出する。但し、研究費等配分機関の求めに応じ調

査の終了前であっても、調査の進捗状況報告及び調査の中間報告を当該配分機関に提出

しなければならない。

１０ 調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やかに 認定

し、研究費等配分機関に報告する。

１１ 研究費等配分機関から要請があったときは、調査に支障がある等、正当な事由があ

る場合を除き、当該事案に係る資料の提出又は閲覧、現地調査に応じるものとする。

１２ 本調査においては、被通報者に対し、書面又は口頭による弁明の機会を与えなけれ

ばならない。

１３ 関係者は、委員会の本調査に対しては、誠実に協力しなければならないとともに、

これに応じなければならない。

１４ 委員会は、本調査を実施するに当たって、告発された事案に係る研究活動に関して、

証拠となる資料及びその他関係書類を保全する措置をとるものとする。これらの措置に

必要な場合を除き、被告発者の研究活動を制限してはならない。



（裁定）

第 22 条 委員会は、通報者から説明を受けるとともに、調査によって得られた、物的・科

学的証拠、証言、被通報者の自認等諸証拠を総合的に判断した本調査の結果に基づき、

不正行為の有無について、その裁定を行う。

２ 委員会は、被通報者による自認を唯一の証拠として不正行為を裁定することはできな

い。

３ 委員会は、被通報者の説明及びその他の証拠によって、不正行為であるとの疑いを覆

すことができないときは、不正行為と認定することができる。また、保存義務期間の範

囲に属する実験・観察ノート等の不存在など、本来存在するべき基本的な要素が不足し

ていることにより、被通報者が不正行為であるとの疑いを覆すに足る証拠を示せないと

きも、同様とする。

４ 委員会は、前項の裁定を行うに当たっては、関係者に対し、当該研究を調査した内容

をまとめた報告書（以下「調査報告書」という。）を開示し、相当の期限を付して意見を

求めるものとする。この場合において、期限内に意見の提出があったときは、最終の調

査報告書には、その内容を付記しなければならない。

５ 委員会は、第１項の裁定を行ったときは、直ちに、その内容を報告するとともに、関

係者に通知しなければならない。

６ 委員会は、裁定の結果、不正行為が存在しなかったことが確認された場合は、対象研

究者の教育研究活動の正常化及び名誉回復のために、十分な措置をとらなければならな

い。

（裁定の報告及び公表）

第 23 条 最高管理責任者は、速やかに、調査結果（認定を含む。）を通報者、被通報者及

び被通報者以外で研究活動上の不正行為に関与したと認定された者に通知するものとす

る。被通報者が本学以外の機関に所属している場合は、その所属機関にも通知する。

２ 最高管理責任者は、前項の通知に加えて、調査結果を当該事案に係る研究費等配分機

関及び関係省庁に報告するものとし、委員会はその対応について必要な協議を行うもの

とする。

３ 不正行為が確認された場合、当該報告書の概要を原則として公表する。

（不正行為に対する措置）

第 24 条 最高管理責任者は、不正行為が確認された場合は、対象研究者に対し、学校法人

久留米工業大学服務規則に基づき懲戒処分などの措置を講ずることができる。

（不服申立て）

第 25 条 第 22 条の裁定により不正行為と確認された対象研究者及び申立てが根拠のない

ものと認定された申立者は、裁定の日から 30日以内に、最高管理責任者に任意の様式に

より不服申立てを行うことができる。

２ 最高管理責任者は前項の申立てがあったときは、委員会に対し審査を命じるものとす

る。ただし、不服申立ての内容が委員会の構成等、その公正性に関わるものである場合



には、委員会に代えて、他の者に審査させることができる。

３ 前項により審査を行う場合は、不服申立ての内容、理由等を勘案し、再調査を行うか

否かを速やかに決定し、その結果を最高管理責任者に報告しなければならない。

４ 最高管理責任者は、前項の決定について、対象研究者から不服申立てがあった場合は

申立者に、申立者から不服申立てがあった場合は対象研究者にその旨を通知する。

５ 最高管理責任者は、当該事案に係る研究費等配分機関及び関係省庁に対し不服申立て

があった旨を通知する。不服申立ての却下及び再調査開始の決定をしたときも同様とす

る。

（再調査）

第 26 条 委員会は、前条に基づく不服申立てについて再調査を実施する決定をした場合は、

不服申立人に対し、先の調査結果を覆すに足るものと不服申立人が思料する資料の提出

を求める等再調査への協力を求めるものとする。

２ 委員会は、前項に定める不服申立人からの協力が得られない場合は、再調査を行うこ

となく手続きを打ち切ることができる。この場合において委員会は、直ちに最高管理責

任者に報告し、当該報告を受けた最高管理責任者は、不服申立人に対し、手続きを打ち

切る旨を通知するものとする。

３ 委員会は、再調査を開始した場合には、その開始の日の翌日から起算して 50日以内に、

先の調査結果を覆すか否かを決定し、当該結果を直ちに最高管理責任者に報告しなけれ

ばならない。ただし、再調査開始の日の翌日から起算して 50 日以内に調査結果を覆すか

否かの決定ができない合理的な理由がある場合は、その理由及び決定予定日を付して最

高責任者に申し出た上、その承認を得るものとする。

４ 最高管理責任者は、本条第２項又は第３項の報告に基づき、速やかに、再調査の結果

を通報者、被通報者及び被通報者以外で研究活動上の不正行為に関与したと認定された

者に通知するものとする。被通報者及び被通報者以外で研究活動上の不正行為に関与し

たと認定された者が本学以外の機関に所属している場合は、その所属機関にも通知する。

また、当該事案に係る研究費等配分機関及び関係省庁に報告する。

（調査結果の公表）

第 27 条 最高管理責任者は、研究不正又は悪意の通報等が確定した場合は、遅滞なく調査

結果を公表するものとする。

２ 最高管理責任者は、不正決定者又は悪意の通報者が他の研究機関等に所属する場合は、

当該所属機関等の長へ書面によりその旨を通知するものとする。

３ 最高管理責任者は、研究不正に係る通報が行われたと決定した場合は、原則として次の

各号に掲げる事項を公表するものとする。

（１） 研究不正に関与した者の氏名及び所属

（２） 研究不正の内容

（３） 公表時までに行った措置の内容

（４） 調査の方法、手順等



（５） その他最高管理責任者が必要と認める事項

４ 最高管理責任者は、悪意に基づく通報が行われたと決定した場合は、原則として次の

各号に掲げる事項を公表するものとする。

（１） 通報者の氏名及び所属

（２） 悪意に基づく通報と決定した理由

（３） 調査の方法、手順等

（４） その他最高管理責任者が必要と認める事項

（申立者及び調査協力者等の保護）

第 28 条 最高管理責任者は、不正行為に関する申立者及び調査に協力する者に対して、申

立て又は情報提供を行ったことを理由として不利益な取扱いを受けないよう十分に配慮

しなければならない。

２ 最高管理責任者は、相当な理由なしに、単に通報がなされたことのみをもって、当該被

通報者に対して不利益な取扱いをしてはならない。

３ 最高管理責任者は、当該事案に係る委員会の委員および通報を受けた者以外の者が、通

報者を特定できないように配慮しなければならない。

４ 最高管理責任者は、根拠のない虚偽の申立て等を行った者に対しては、氏名の公表、懲

戒処分などの措置を講ずることができる。

（検収）

第 29 条 研究費を使用する全ての事項に対し、適正な取扱いの検収を行うため検収センタ

ーを置き、検査員を置く。

２ 検査員は法人本部財務課及び会計課の職員とし、納品書等の提示を受けたときは、契

約書及び仕様書等に従って適正に検収を実施しなければならない。

（取引業者への対応）

第 30 条 最高管理責任者は、研究費等の不正使用に関与したとして認定した業者に対して、

学校法人久留米工業大学契約事務規程第 7条に基づき、一定の期間、大学との取引及び

指名を停止する措置を行う。

（内部監査）

第 31 条 本学における研究費等の適正な管理及び運営を期すため、内部監査室を置き、学

校法人久留米工業大学内部監査規程に基づき監査を実施する。

２ 内部監査室は、学校法人事務局監査室が担当する。

（不正防止取扱等の公表）

第 32 条 最高管理責任者は、研究費等の不正使用への取り組みに関する本学の方針及び意

思決定手続きを外部に公表するものとする。

附 則

この規程は，平成１９年１１月１日から施行する。



附 則

この規程は、平成２０年１０月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２７年４月 1日より適用する。

この規程の制定により、平成１９年１１月１日より施行した「久留米工業大学における

競争的資金等取扱規程」及び「久留米工業大学の研究活動に係る不正行為防止等に関する

規程」を廃止する。

附 則

この規程は、平成２９年３月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和元年８月３０日から施行し、平成３１年４月 1日から適用する。

附 則

この規程は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和４年１月１８日から施行する。

附 則

この規程は、令和４年１１月９日から施行する。

附 則

この規程は、令和５年３月８日から施行する。



様式１

≪研究者用≫

令和    年   月   日

研究費等（公的研究費及び科研費）

の使用にあたっての確認（誓約）書

久留米工業大学  学長  殿

（自署）

  私                      は、公的資金により研究を遂

行するにあたり、研究費の使用ルールを理解し、これら関連

規程を遵守いたします。中でも、科研費にあたっては、「基

本方針」「取扱要綱」及び「交付条件」の内容を理解し、科

研費により研究を遂行するにあたり、科研費が、国民の貴重

な税金で賄われていることを十分認識し、公正かつ効率的に

使用するとともにコンプライアンス及び研究者としての行

動規範を遵守し、研究において不正行為を行わないことを約

束いたします。

  なお、研究費の使用にあたって不正行為を行った場合は処

分と法的責任を負うことを理解しています。



様式１

≪事務職員用≫

令和    年   月   日

研究費等使用に係る関連事務

にあたっての確認（誓約）書

久留米工業大学  学長  殿

（自署）

  私                      は、研究費等（公的研究費及

び科研費）関連の事務処理を遂行するにあたり、コンプライ

アンスを意識し、関連する規程およびルール等を理解し、こ

れらを遵守いたします。

  また、研究費等の一部が国民からの税金で賄われているこ

とを十分に認識し、公正かつ効率的に使用されるよう努めま

す。

  なお、不正行為を行わないことは勿論、関与しないことを

約束し、それらに反した場合は、処分と法的責任を負うこと

を理解しています。



様式１

誓 約 書

当社は、学校法人久留米工業大学との取引にあたり、下記の事項について遵

守することを誓約します。

記

１．「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

の趣旨を理解し、適正な取引を執行する。

２．学校法人久留米工業大学における調達に関する基本方針を理解し、久留米

工業大学における「公的研究費等の取扱い」に関する諸規程並びに関係法

令を遵守し、不正取引や不適切な契約を取り行わない。

３．学校法人久留米工業大学における内部監査、あるいはその他の調査にお

いて、取引帳簿の閲覧・提出等の要請がある場合には協力する。

４．学校法人久留米工業大学との取引において、不正への関与が認められた時

は、取引停止を含むいかなる処分が講じられても異議がない。

５．学校法人久留米工業大学の構成員(教職員・関係者)から、不正行為の依頼

等があった場合には、本法人の通報窓口に通報する。

令和 年 月 日

  学校法人久留米工業大学

   理 事 長  殿

            所在地                  

                                 

            会社名                 印

            代表者名                印



様式１

令和    年   月   日

研究費等（公的研究費及び科研費）の

使用に係る補助業務にあたっての誓約書

久留米工業大学  学長  殿

（自署）

  私                      は、公的資金による研究の補

助業務を遂行するにあたり、研究費の使用ルールを理解し、

これら関連規程を遵守いたします。中でも、科研費にあたっ

ては、「基本方針」「取扱要綱」及び「交付条件」の内容を理

解し、科研費による研究の補助業務を遂行するにあたり、科

研費が、国民の貴重な税金で賄われていることを十分認識し、

公正かつ効率的な使用に努め、コンプライアンス及び行動規

範を遵守し、不正行為を行わないことを約束いたします。

  なお、不正行為等を行った場合は法的責任を負うことを理

解しています。



別紙様式 2（第 18 条関係）

申  立  書

申立日    年  月  日

研究活動公正委員会委員長 殿

所 属

職名等

氏 名             印

連絡先

久留米工業大学における研究費等の不正防止等に関する規程第１８条の規定に基づき、

下記の研究活動における不正行為について申立てを行います。

                       

記

１．対象研究者の所属、職名等、氏名

   所 属

   職名等

   氏 名

２．不正行為の種類：（ねつ造・改ざん・盗用・その他）

３．不正行為の内容

４．不正行為の発生時期

   年 月

５．不正行為の発生場所

６．証拠資料（不正とする合理性のある理由等を含む）

７．対象研究資金について（わかる範囲で記人してください。）

  助成機関名：

  資金名称：

  課題名：

  番 号：

８．その他参考となる事項（記述は任意とします。）



別紙様式3（第20条関係）

  年  月  日

異  議  申  立  書

研究活動公正委員会委員長 殿

所 属

職名等

氏 名            印

連絡先

  久留米工業大学における研究活動に係る不正行為の防止に関する規程第２０条

第２項の規定に基づき、    年  月  日付で通知された調査委員会委員

について下記のとおり異議を申立てます。

１．異議申立に係る委員

２．異議の理由（具体的に記述してください。）



令和 4 年 11 月 9 日改正

公的資金等の管理・運営に関する不正防止計画

不正を発生させる要因を把握し、具体的な不正防止に対応する為、久留米工業大学にお

ける研究費等の不正防止等に関する規程に基づき、不正防止計画を策定し実施する。

Ⅰ 責任体制の明確化

   本学の研究費等の管理・運営に係る責任体系を明確化する為、最高管理責任者（学

長）、総括管理責任者（大学事務局長）、コンプライアンス推進責任者及び研究倫理

教育責任者（副学長）の役割を明文化すると共に、最高管理責任者の下に不正防止

計画の推進を担当する不正防止推進室を設置する。

  

Ⅱ 適正な運営及び管理の基盤となる環境の整備

1．研究費等の管理・運営及びコンプライアンス推進の責任者としてコンプライアンス

推進責任者を定め副学長をもって充てる。

2．研究費等の管理・運営における各部局（工学部各学科、大学院各専攻、事務局）の

研究倫理教育の充実を図るため研究倫理教育責任者を定めコンプライアンス推進

責任者が兼務する。

3．不正防止対策の一環として、教職員及び研究補助員、取引業者より「誓約書」の提

出を求める。

4．研究者は公的研究費を使用した自らの研究データは、一定期間（最低 5 年間）保存

し、研究データの開示を求められた場合は、開示することを義務付ける。

5．研究費を使用する全ての事項に対し、適正な取扱いの検収を行うため検収センター

を置き、検査員を置く。

Ⅲ 研究活動に係る研究不正への対応、研究費の適切な運営・管理活動

  1．本学における研究活動の不正行為に適切に対応する為に、通報窓口を設け大学事務

局次長を責任者として充てる。

  2．本学における研究費等の使用に関する事務手続きに関して適切に対応する為に、相

談窓口を設け会計課長を責任者として充てる。

3．研究費等については、学長名義の預金通帳を準備し事務局（会計課）にて出納帳と

共に管理を行う。

4．物品調達は事務局（会計課）が行う。調達後、直ちに検査員による検収もおこなう。

5．研究者が研究支援者等を必要とする場合は、事前に会計課長に対し研究支援補助員

の登録申請を行ない、許可を得なければならない。

6．研究者は、久留米工業大学以外の場所で研究活動を行う場合は、 旅行命令伺い・

出張計画を提出し承認を受けなければならない。又、学外での研究活動が完了した

際には、出張報告書のほか航空券の領収書及び半券等を事務局（会計課）へ提出し



なければならない。

7．本学において不正行為があった場合に適切に対処するため、研究活動公正委員会を

置き、予備調査及び本調査を行う。

  8．不正行為が確認された場合、対象研究者に対し、学校法人久留米工業大学服務規則

に基づき懲戒処分などの措置を講じる。

  9．研究費の不正使用に関与したと認定された業者に対して、学校法人久留米工業大学

契約事務規程に基づき、大学との取引を一定期間停止する措置を行う。

10．競争的資金等の適正な管理・運営を期するため、内部監査室を置き、学校法人久留

米工業大学内部監査規程に基づき監査を実施する。

【研究活動に係る各種相談窓口】

□ 通報窓口

    学校法人久留米工業大学 久留米工業大学 事務局次長

     TEL:0942-22-2345  FAX:0942-21-8770
     住 所：〒830-0052 福岡県久留米市上津町 2228-66
    □ 相談窓口

     学校法人久留米工業大学 久留米工業大学 会計課長

TEL:0942-22-2346  FAX:0942-21-8770
      住 所：〒830-0052 福岡県久留米市上津町 2228-66

Ⅳ 情報発信・共有化の推進

1．最高管理責任者は、公的研究費の不正使用への取り組み関する本学の方針及び意思

決定手続きを外部に公表するものとする。

  2．教職員は、不正防止対策の一環として定期的に実施されるコンプライアンス教育及

び研究倫理教育を受けなければならない。

  3．不正防止に係る取組み情報について、いつでもアクセス出来るようホームページで

公開する。

  

Ⅴ モニタリング

    不正防止推進室において、職員等が公的研究費を適正に使用・管理しているか等の

モニタリングを実施し、必要に応じて改善指導を行う。

Ⅵ その他必要な事項は別に定める。



報　告

指　示

報　告

　報  指 命 　報

　告  揮 令 　告

　報　告

通　報

報告 11 報 告

相　談

  指 報

  示 告

報　告

　　　　　　　平成19年11月1日施行

　　　　　　　平成27年 4月 1日改正

　　　　　　　平成29年 3月 1日改正

　　　　　　　平成31年1月18日改正

（副学長）

2.　統括管理責任者・部局責任者への指揮及び命令 １．不正防止計画の策定・推進
２．管理及び運営に対するモニタリン
グ及び改善指導

２．ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進に係る啓発に関する事項

　　

【内部監査部門】

内部監査室

（学校法人監査室）

招　集

○副学長　　　　　　○学長補佐
○大学事務局長　 ○事務局次長
○総務課長
○その他必要と認められた者

通報窓口
（事務局次長）

○副学長　　　 　○大学事務局長
○学外有識者　 ○学長が必要と認めた者

統括管理責任者
（　大学事務局長　）

研究活動公正委員会

コンプライアンス委員会

1．公的研究費の管理及び運
営状況の監査

研究倫理委員会

１．研究倫理についての研修・教育の企画及び実施に関する事項

工学部・大学院研究科・事務局

1.　研究費等の実質的な責任者

相談窓口
（会計課長）1.　最高管理責任者を補佐

1.　不正行為の調査（予備調査・本調査）
コンプライアンス推進責任者

研究倫理教育責任者

最高管理責任者
（学長）

２．研究倫理についての情報の収集及び周知に関する事項

３．研究者等の不正行為の調査に関する事項

関係省庁
研究費等配分機関

１．ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進に係る制度・体制の整備

2.　研究費等の統括責任者4．その他研究倫理に関する事項

○副学長　        　　　○学長補佐
○地域連携ｾﾝﾀｰ長
〇ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ・ﾓﾋﾞﾘﾃｨ研究所長
○大学院専攻長　　　 〇学科長
〇大学事務局長　　   〇事務局次長
○総務課長
○その他学長が必要と認めた者

1.　全体を統括

○副学長　        　　○学長補佐
○大学事務局長　　 ○事務局次長
○総務課長
○その他学長が必要と認めた者

研究費等の管理・運営に係る責任体系   学校法人久留米工業大学

  　　 　　招　集

報　告

４．ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに係る情報公表に関する事項

５．その他ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関し必要な事項

３．ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに係る通報に関する事項 学内外

指　示

報　告

不正防止推進室



【研究費等使用に係る相談窓口】

□ 相談窓口（公的研究費等に係る事務処理手続きに関する学内外からの問合せ対応）

  学校法人久留米工業大学 久留米工業大学会計課長

T E L 0942-22-2346
F A X 0942-21-8770

住 所
〒830-0052
福岡県久留米市上津町 2228-66

□ 通報窓口（研究活動の不正行為対応）

  学校法人久留米工業大学 久留米工業大学事務局次長

T E L 0942-22-2345
F A X 0942-21-8770

住 所
〒830-0052
福岡県久留米市上津町 2228-66

□ 検収センター（物品等の検収）

  学校法人久留米工業大学 法人本部財務課／久留米工業大学会計課

T E L 0942-22-1234 ／ 0942-22-2346
F A X 0942-22-1235 ／ 0942-21-8770

住 所
〒830-0052
福岡県久留米市上津町 2228-66


